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城陽おひさまプロジェクトnews　
第22号　2016年6月10日　NPO法人市民共同発電をひろげる城陽の会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(0774-55-4190)


「地中熱利用」の講演会に85名の参加、５月２８日・文化パルク
第4回通常総会では全議案を採択

　
わたし達のＮＰＯ法人の総会に先立つ記念講演「足元のクリーンエネルギー　地中熱を考える」は5月28日の1時半から文化パルク城陽で行われ、少し雨模様ではありましたが85人もの方が参加し、熱心に質疑が行われました。この講演にご協力・協賛して頂いた団体・個人の方々にお礼申し上げます。
竹本先生が講師の紹介をかねて開会のあいさつをされた後、ＮＰＯ法人地中熱利用促
進協会　顧問の服部　旭氏が次のように講演されました。
　熊本の地震では大きな被害が発生しています。地震国日本には、太平洋プレート、フィリピン海プレート、北米プレート、ユーラシアプレートという４つのプレートがあり、大地震が発生します。また、列島には100を越える活火山があり、時に大きな災害が起こります。長い歴史をみると、プレートの動きが活発になると、地震、津波、火山の災害が次々に起こる時期がありました。日本列島も活動期に入っていると言われています。
　災害をもたらす一方、地球内部には膨大な熱エネルギーがあります。あの東北地方太平洋沖地震・大津波と原発事故以来、当たり前に使っていたエネルギーを改めて見直し、今後は、クリーンで安全な自然エネルギーを利用していきたいものです。
１．地熱発電
　地熱発電は、地下深部のマグマの熱で高温になった蒸気を利用して発電をするものです。松川地熱発電所は運転開始から50年になり、安定したベースロードとなっています。主要な地熱発電所は、東北・北海道と九州で主に開発されており、およそ16か所あります。八丈島では島であるがゆえに電気の生産費が高くなってしまうので、自前のエネルギーで安く電気をつくろうと東京電力が地熱発電所を建設しています。
　以前は、国立公園内における調査・開発と地元の理解・受け入れが大きな課題でしたが、最近は国立公園の規制もやや緩和され、国の補助制度もあって、20年以上の中断期間を経て、地熱資源開発が再開されました。秋田県湯沢地域においては、電源開発・三菱マテリアル・三菱ガス化学による湯沢地熱が2020年には発電を開始する予定です。
米国、インドネシアに次いで地熱資源賦存量の多い我が国では、現在の52万kWから少なくとも3～5倍に伸ばしたいものです。地熱資源開発には、基礎調査や掘削に国の支援がなくては、開発が進みません。まだ、地熱の開発には種々の課題があり、大凡10年程度のリードタイムが必要ですが、国産のクリーンエネルギーである地熱を有効に利用したいものです。
２．地中熱利用
　古来、人類は洞窟や竪穴式住居で生活していました。地球の内部は冬暖かく、夏涼しいということをよく知っていたのです。井戸水が夏冷たいのを体験されたこともあるでしょう。地中は5mも掘れば、その地域の年平均気温とほぼ同じ温度となり、札幌は10℃、関東や関西では17℃程度です。真夏や真冬には、地表と15℃もの温度差があるのです。
この年中一定の温度を利用すれば、効率よく冷暖房が可能になり、化石燃料は不要となり、冷房の排熱で都市が温暖化することもなく、省エネにも大きく貢献します。
地中熱利用は欧米や中国で広く利用されていますが、日本では、まだまだ知名度は低く、利用件数も少ないのが現状です。このため初期コストがまだ割高で、特に、地中熱交換井戸の掘削経費が高いのが現状です。北海道では多く利用されていてコストも下がってきています。地中熱利用は夏の暑さを地下に蓄え、その熱を冬の暖房に利用できる理想的な蓄熱技術です。
３．再生可能エネルギーの伸び
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　水力、太陽光・太陽熱、風力、地熱・地中熱、バイオマスなど、再生可能エネルギーの利用が世界で目覚ましく伸びています。災害、事故の危険性が高く、廃棄物処理もできない原子力発電への依存を一日も早く止め、再生可能エネルギーに移行すべきです。欧州は、「20-20-20」という目標を掲げ、2020年までに、再生可能エネルギーを20％に増やし、CO2削減をさらに20%減らそうとしています。
講演の後活発な質疑が行われました。
＊地下に杭を打つように配管しているが地震の時は大丈夫か
　地下は安定していて、配管にダメージを与えることは地上より少ない。
＊地域の方とのトラブルなどはないのか
　ニュージーランドでは涌出した熱水を川に流していて地盤沈下をしたことがあった。
温泉の泉量を心配されたりすることはあり、　
講師の服部氏　　　　　　　　　　データを出して話し合いをすることもある。
温泉と地熱では掘る深さが違う（地熱は深度2000ｍ）ので影響はないのだが、なかなか納得を得るのは難しいことがある。
＊広域での利用はできるのか、それはどのくらいの範囲か
　面的に広げることは可能だが、熱が逃げるので保温の精度を上げることが必要。スカイツリー周辺では地域冷暖房の一環として熱源として７０００トンのプールをつくり地中熱を利用している。
＊講演では７０ｍと言っておられたが浅い井戸ではできないのか。
　浅い場合は熱量が少ない、一軒の家では７－８ｋｗの熱量が必要と言われている。１０ｍで１ｋｗの熱量を得られることから７０ｍ程度が必要とされている。
＊導入にあたっての補助制度などはあるのか
　環境省の補助制度があり、地方自治体にも制度化しているところがある。大凡2/3程度の補助になるのではないか。自治体などが率先して地中熱利用を行って、住民に知らせるようにしていってほしい。全面的でなくても、例えば市長室だけとか、学校の冷暖房に利用するなどすると多くの人の知るところになるので期待している。米国では税の控除が制度化されている。
＊講演の中でバイオ発電が日本は多いようになっていたが、それはどういうものか。
　材木や竹をチップ化した発電や家畜の糞尿を発酵させてガスを取り出して発電する方法などがある。この場合廃熱利用もされている。　
＊　講演で配布されたレジュメと資料を同封しています。講演会参加の方にはダブりますが、お知り合いの方に地中熱を広めるなどご活用ください。

ＮＰＯ法人の総会について
　講演終了後の３時１５分から当ＮＰＯ法人の総会に移り、議長に杉浦理事が選出され、議事を進行しました。
１号議案を土居理事長がパワーポイントを使い説明、大見理事が議案書の内容を詳しく述べ、２号議案は草深理事、３号議案を古家野理事が提案した。また、監査報告を澤江監事が行いこれらを一括して討議に付した。
会員　チラシの配布について有効に活用してほしい。メガソーラーの設置で住民とのトラブルが起きている、山を削って環境も破壊されている。山を削らせないなどの規制をどう作らせるのか。お互いが認識を高めることが必要と思う。学習活動をしていってはどうか。
会員　ＬＥＤでの市役所との話し合いがされたとのこと、よいことだと思う。今回の地中熱利用も懇談を持てないのか。公共の利用、学校の冷暖房への利用をすすめよう。建築や設計の業界にも進めていくべきだと思う。興味が出てきた。
理事　南山城村のメガソーラーが地元で問題視されている。業者が山を造成してパネルを設置、水の対策をせずに造成しているので問題が発生している。トラブルを起こさないように考えていく必要がある。
事務局長の答え　
チラシは４５００枚作製、賛同いただいている新婦人などの団体や府下自治体の環境担当部署、建設関係の業者及び業者団体などにも協賛団体になってもらい、チラシを配布した。京建労関係も配布している。業者の中には地中熱を利用した家をつくりたいとの意向も聞いている。ソーラ―発電などは本来環境を守る活動、それが環境破壊につながっていることは良くないことだ。
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質疑を終えて採決を行った。採決は拍手で行い、全員の拍手で１－３号議案と監査報告が承認された。
　次に議事録署名人の指定にあたり、大見・古家野両理事を推薦したところ、全員の拍手で承認された。
　１６時２０分にすべての議事を終了した。
総会は出席者20名で成立（正会員41名、定款で1/3以上の13名出席で成立）
総会の議案そのほかの資料を同封しています、お読み下さい。
総会で活動報告を行う土居理事長　　　　
会員の皆様へ―――――――――――――――――――――――――――――――

　新年度になりました。2016年度の会費（500円／年）がまだの方は納入をお願いします。　お振込み希望の方は別途ご連絡ください。

個人宅おひさま発電ゼロ円システム２０１６
脱原発、地球温暖化防止のため、再生可能（自然）エネルギーの普及に貢献したいけれど、自宅に太陽光発電パネルを設置する初期費用の負担が大きすぎると考えておられた方々にはうれしい仕組みです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＊2013年の法人設立以降、９基、累計出力43.885kwに到達しました。

①一般のご家庭に初期費用０円で太陽光パネルを設置。9年間月次定額料金支払で可能。
②ご家庭の省エネ努力によって売電を増やせば、月々の負担を減らすことが可能。
③初年度から太陽光パネルはご自身の所有となる。
④10年目以降は定額支払もないので発電分すべてが家計に貢献。
⑤脱原発、地球温暖化防止、エネルギーの地産地消に貢献できて家計応援にもなる。
＜個人宅おひさま発電ゼロ円システムのイメージ＞
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会員　協力金拠出⇒　　　　　　　⇒パネル設置　　　　　　　　⇒電気代支払

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会員　返　済　←　　　　　　　　←9年間定額支払　　設置者　←売電料金　

＜２０１６年度の応募概要＞
①城陽市及び近隣市町村の会員に募集します。
　②会員の自宅で実際に生活されていること。
　③屋根材が太陽光パネルの荷重に耐えられ、雨漏り等の恐れがないこと。
　④電力会社との受電契約（予定含む）があり、系統連系ができること。
　⑤市民発電の会が定める設置費目安前後で設置できること。（建物により、変動あり）
　⑥引っ越し予定がなく、9年間継続してお支払できること。　

・募集期間2016年5月28日~2017年1月31日まで
・申し込み受付分から、見積もりさせていただきます。
・安全対策上の足場費用と消費税を含む費用設定としています。
・対応能力を超える場合は締切を早めることがあります。　　　　　　　　　　　　
・設置費目安（一面設置例）A　3.36kw 月額支払13,390円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　＊設置面数や瓦種類によ　B　4.20kw 月額支払15,360円　　　　　　　　　　　　
り、変動します。　　　C　5.04kw 月額支払17,400円　

　D  3.36kw+蓄電池7.2kw 月額支払い29,540円（蓄電池は国の補助金制度があります。）　

・手続きの流れ
　①申込書の記入・送付　→　②設置場所調査・選定　→　③結果通知・契約ご案内　→

　④契約　→　⑤工事準備　→　⑥パネル設置　→　⑦電力会社への連系契約　→

　⑧工事完了・発電開始

<2016年5月30日NPO法人市民共同発電をひろげる城陽の会　問合せ先0774-55-4190>
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